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別紙２ 

旧ガイドライン（平成29年３月） ガイドライン改定案 

１ 作成の目的 

平成16年度、区は初めて高井戸保育園を民営化しました。そして、平成17年度、庁内検討組織で

ある「行財政改革推進本部会」のもとに設置した「保育サービスのありかた検討部会」の報告に基

づき、区立保育園の運営形態を見直すこととし、その後10年間で10園を民営化することを計画しま

した。この計画に基づき、区は８園の民営化を進めてきました。 

この間、保護者や学識経験者から、事業者の選定条件、区立保育園から事業者への引継ぎなどに

対する多くの意見・助言をいただき、それらを運営主体を民間に移行する際の進め方に反映し、事

業者の公募要項に盛り込むとともに、保護者説明会などで説明をしてきました。 

このたび、運営主体が民間に引き継がれることについて、保護者の皆様の疑問や不安を少しでも

解消いただけるよう、これまで実施してきた「進め方」をまとめ、運営主体を民間に引き継ぐこと

が決定してから、民営化開始まで、そして民営化後の園への区の支援などを、一連の流れとしてご

確認いただけるようにしました。 

～はじめに～ 
○ 区は、平成16年度に初めて区立保育園を民営化（高井戸保育園を指定管理者による公設民営化）

して以降、「杉並区行財政改革推進本部」（以下「行革本部」という。）のもとに設置した「保育

サービスのあり方検討部会」報告（平成17年度）に基づき、10園の民営化に取り組んできまし

た。 

その後、平成29年度には、増加する保育関連経費の更なる抑制等を図るため、行革本部のもと

に改めて「保育のあり方検討部会」を設置し、新たに令和２年度から６年度までの５年間で６

園を民営化するとともに、指定管理者制度を導入している７園を私立保育園に転換する方針を

定め、同方針に基づく取組を進めています（※１）。 

○ こうした区立保育園の民営化を進めるに当たり、区はそれまで行ってきた民営化対象園の決定

から事業者の公募・選定、選定後の引継ぎ及び民営化後の支援という一連の区の取組を「区立

保育園の運営を民間事業者に引き継ぐためのガイドライン」（平成29年３月）にまとめ、活用し

てきたところです。そうした経過の中で、民営化する園の保護者をはじめ、関係者の方々から、

区立保育園の民営化をより一層円滑かつ適切に進めるためには、ガイドラインを見直し、内容

の充実を図るべきとのご意見をいただいてきました。 

○ このたび、それらのご意見を踏まえ、「区立保育園の運営を民間事業者に引き継ぐためのガイド

ライン改定検討懇談会」のご意見を４回にわたり聴取しつつ、ガイドラインを改定しました

（※２）。 

○ 今後区は、改定後の本ガイドラインに基づく取組を丁寧に実施することを通して、保護者の理

解と協力を得ながら、区立保育園が培ってきた保育を継承・発展することができるよう、区立

保育園の民営化に取り組んでまいります。 

※１: 民営化の必要性や民営化の取組経過等について、「本ガイドライン：15～19ページ『巻末資料』」に掲載

しています。また、平成17年度の「保育サービスのあり方検討部会報告」・平成29年度の「保育のあり方

検討部会報告」は、「杉並区公式ホームページ：『区政情報＞子育て＞保育＞保育のあり方検討部会報告

書』」に掲載しています。 

※２:「区立保育園の運営を民間事業者に引き継ぐためのガイドライン改定検討懇談会」の資料は、「杉並区公式

ホームページ：『区政情報＞会議録・答申・報告書＞子ども家庭部＞「区立保育園の運営を民間事業者に

引き継ぐためのガイドライン」改定検討懇談会』に掲載しています。 

―― 

１ ガイドラインの目的等 

○ 本ガイドラインは、区立保育園を民営化するに当たり、保護者の不安や心配事を軽減・解消す

ることに加え、区立保育園が培ってきた保育を継承・発展することができるよう、より良い運

営事業者の参入を促すとともに、選定した運営事業者に対する着実な引継ぎと民営化後の区の

支援を通して、円滑な民営化への移行を図ることを目的としています。 

○ そのため、本ガイドラインは、民営化対象園の決定から運営事業者の公募・選定、選定後の引

継ぎ及び民営化後の支援に至る一連の区の取組に対する基本的な指針としてまとめています。 

―― 

２ 民営化に当たっての基本姿勢 

○ 区は、次の基本姿勢に立って、区立保育園の民営化に取り組んでいきます。 

【民営化に当たっての基本姿勢】 

① 区は、本ガイドラインに示した民営化の取組全般にわたり、民営化対象園の保護者に対して、適

時適切な情報提供、及び意見の聴取を行い、理解と協力を得ていきます。 

② 区は、民営化後の運営事業者が、「杉並区立保育園保育実践方針」（※３）や対象園の保育目標・保

育方針を尊重し、区立保育園が培ってきた保育を継承・発展することができるよう、公募・選定

を行うとともに、選定後の引継ぎを着実に実施します。 

③ 区は、運営主体の変更によって子どもと保護者に不安や不利益を与えることなく、区立保育園の

保育が継承・発展されるよう、民営化後も責任を持って継続した支援に取り組みます。 

 

※３：「杉並区立保育園保育実践方針」は、杉並の保育が特に大切にしていることをまとめたものです。「杉並区

公式ホームページ：『区政情報＞子育て＞保育＞区立保育園保育実践方針』」に掲載しています。 

２ 基本的なスケジュール 

民営化開始までは、事業者の募集・選定、運営主体の引継ぎを行い、民営化後も園への区の支援

は続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時 期 内容など 

２年前 

春～夏 

民営化する園の公表 

保護者説明会の実施 

※指定管理者制度で都・区による建替・改築等を伴う
場合は、建替・改築等のスケジュールに沿って公表
する。 

秋 選定委員会の設置 

１１月～１２月 事業者募集 

１月～２月 事業者選定 

３月 事業者決定 

１年前 
春 

保護者説明会の実施 

移行計画に基づく引継ぎ開始 

１２月～３月 合同保育の実施 

民営化年 
４月 運営主体が民間に移行 

１０月 保護者アンケート実施 

民営化後 運営に対しての助言、指導等の実施 

※保護者の疑問や不安の声に対して、上記の他にも保護者説明会を実施し、丁寧な説明を行います。 

※このスケジュールは、状況によって変わることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基本的なスケジュール 

○ 区が行う民営化の取組は、次のとおり大きく３区分により進めることとなります。 

(1)民営化対象園の決定から運営事業者の公募・選定まで  

・民営化の概ね２年半前までに、民営化対象園を保護者に周知します。 

・民営化の前々年度には、保護者を含む選定委員会を設置し、運営事業者を公募・選定しま

す。 

(2)運営事業者の決定から民営化する前月まで 

・民営化の前年度の４月には、引継ぎ計画を保護者に説明して意見を聴取します。 

・当該年度の４月から引継ぎを開始し、保護者に説明の上、12月から翌年３月までの４か月

間に合同保育を実施します。 

(3)民営化後 

 ・民営化した直後の２か月間は、区立保育園園長経験者による巡回訪問を重点的に行い、そ

の後も概ね３か月に１回の巡回訪問により必要な指導・助言を実施するなど、区による継

続的支援に取り組みます。 

○具体的な取組は、以下のスケジュールを基本として進めていきます。 

【基本的なスケジュール】 

(1)民営化対象園の決定から運営事業者の公募・選定まで 

時期 主な取組内容 
本ガイドライン 

該当ページ 

民営化の概ね２年半前まで 
民営化対象園の決定、公表 

民営化対象園の保護者へ周知 
 

民営化前々年度 

４月 
保護者説明会の実施 
（民営化及び公募・選定の概要） 

※４月以降も必要に応じて実施 

 ５月～６月 選定委員会の設置 

３ページ～８ページ 

「４ 運営事業者の公募・選定」 

９月～10月 運営事業者募集 

11月～12月 運営事業者選定 

１月 運営事業者決定 

(2)運営事業者の決定から民営化する前月まで 

時期 主な取組内容 
本ガイドライン 

該当ページ 

民営化前々年度 

２月～３月 本庁保育課、対象園及び運

営事業者による引継ぎ計画

作成 

９ページ～11ページ 

「５ 運営事業者への引継ぎ」 

民営化前年度 

４月 保護者説明会の実施 

（運営事業者の紹介、 

引継ぎ計画の説明） 

４月～ 引継ぎ計画に基づく引継ぎ開始  

11月 保護者説明会の実施 

（合同保育の説明） 

12月～３月 合同保育の実施 

(3)民営化後 

時期 主な取組内容 
本ガイドライン 

該当ページ 

民営化年度 

４月 運営主体を事業者に移行 

12ページ～13ページ 

「６ 民営化後の区の支援等」 

４月～ 運営に対する巡回訪問、指

導検査等の実施 

10 月 民営化後アンケート実施 
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別紙２ 

旧ガイドライン（平成29年３月） ガイドライン改定案 

３ 運営事業者の公募 

事業者は公募型プロポーザルにより選定します。 

区は、プロポーザルの実施を区公式ホームページに掲載するほか、杉並区内で認可保育所を運営

する事業者に周知するなど、多くの事業者に公募情報が届くようにします。また、事業者が余裕を

もって応募することができるよう、公募期間を確保します。 

   

 

 

 

 

 

 

４ 事業者の選定 

(1) 選定組織 

「杉並区プロポーザル選定委員会条例（以下「条例」という。）」に基づく選定委員会を設置し、

事業者を選定します。 

なお、条例第４条に基づく委員会の構成員は、対象園の保護者２名、学識経験者３名、対象園

の園長を含む区職員５名を基本とします。 

  

 

 

 

 

(2) 選定委員会のスケジュール 

選定委員会での審査等は、次のスケジュールを基本に進めます。 

 

 

 

 

    内容等 備考 

第 1回 

（準備会） 

①自己紹介 

②委員長の互選（記名式、挙手など互選方法は選定委員会で

決めます） 

③委員会のスケジュール確認 

④公募要項（案）に対する審議 等 

２時間程度 

第２回 

①公募要項（案）に対する審議 

②書類審査基準（案）に対する審議 

③選定スケジュール（案）確認 

２時間程度 

第３回 
①書類審査 各委員が都合の良

い時間に会場で審

査 

第４回 

①書類審査結果について確認（書類審査通過事業者の決定） 

②視察審査基準（案）に対する審議 

③ヒアリング審査基準（案）に対する審議 

２時間程度 

第５回 ①書類審査通過法人の運営保育園視察 各法人半日程度 

第６回 

①視察結果について確認 

②ヒアリング（各法人６０分程度） 

③選定結果について   

半日程度 

※審議の進捗によって、開催回数等は変更します。 

 

 

(3) 公募基準 

ア 参加資格 

事業者を公募対象とする際の参加資格基準は、次の項目を基本とし、選定委員会で審議し決定

します。 

① 基準日現在、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第39条に定める認可保育所あるいは就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第

２条第６項に定める認定こども園を運営している法人で、法人として認可保育所等の運営実

績が１年以上あること。 

② 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないこと。 

③ 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱（平成22年 3 月23日杉並第 65476 号）に定

める指名停止要件に該当していないこと。 

④ 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱（平成23年１月17日杉並第53890号）に定める除外

措置要件に該当していないこと。 

⑤ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続き開始の申立て又は民事再生法（平成

11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされていないこと。 

⑥ 法人税、法人事業税及び地方法人特別税並びに消費税及び地方消費税を完納していること。 

⑦ 区長、副区長又は区議会議員等が無限責任社員等になっていないこと。 

⑧ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第５条及び第

８条に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統制下にある団体でないこと。 

⑨ 児童福祉法第59条第１項に基づく報告徴収に虚偽報告等を行ったことがないこと。 

⑩ 児童福祉法第59条第５項に基づく事業停止等の命令を受けたことがないこと。 

⑪ 提案事業者全体の財務内容について、直近３会計期間連続して損失を計上していないこと。 

⑫ 提案事業者全体の財務内容について、直近２会計期間中いずれの年度も債務超過になってい

ないこと。 

 

４ 運営事業者の公募・選定 

○ 区は、民営化後の運営事業者が、区立保育園の保育を継承・発展させるとともに、子どもと保

護者に信頼される保育園運営を行うことができるよう、次の基本的な考え方により、運営事業

者の公募・選定を進めていきます。 

【運営事業者の公募・選定の基本的な考え方】 

① 公募・選定に当たっては、主として、次の点を重視します。 

・区立保育園の保育を継承・発展させることが可能な実績等を有する事業者であるか。 

・民営化後の園を安定的に運営できる経営状況等の事業者であるか。 

・子どもや保護者からの信頼を得るとともに、地域と連携した園運営を図ることが可能な事業者で

あるか。 

② 選定委員会の委員は、対象園の保護者のほか、保育の専門的な視点を有する学識経験者による構

成とし、公正・公平な選定を実施します。 

③ 公募・選定の過程では、適宜、その進捗状況を対象園の保護者との情報共有を図りながら進めま

す。 

 

（１）運営事業者の公募・選定の概要 

○ 「杉並区プロポーザル選定委員会条例(平成26年条例第４号)」（以下、「プロポーザル選定委員

会条例」という。）に基づき選定委員会を設置します。 

○ 選定委員会の委員構成は、プロポーザル選定委員会条例に定める条件（委員は10人以内とし、

半数以上を外部委員とする。）を踏まえ、対象園保護者２名、学識経験者３名、対象園の園長

を含む区職員５名（区立保育園園長２名、区立保育園保育士１名、子ども家庭部管理職２名）

の合計10名を基本とします。 

○ 運営事業者の公募に当たっては、公募への参加資格、民営化対象園の概要（定員数・主な行事

等）、必要な条件（運営に関する条件・職員に関する条件・施設及び設備に関する条件等）を

盛り込んだ公募要項を作成し、選定委員会において審議・決定します。 

○ 公募要項は、区公式ホームページに掲載するほか、区内で認可保育所を運営する事業者に周知

し、応募があった事業者に対して、選定委員会において審査（書類審査・現地視察・ヒアリン

グ審査）を実施し、運営事業者を選定します。 

（２）選定委員会の審査・選定スケジュール 

○ 選定委員会の審査等は、次のスケジュールを基本に進めます。なお、公募状況や審議の進捗に

よって、開催回数や時期を変更する場合があります。 

○ 選定委員会の会議は、公平・公正な選定を行うため非公開で開催します。なお、会議記録も選

定に与える影響を考慮し、運営事業者の決定及び公表までは、非公開とします。 

○ 選定委員会の進捗状況は、民営化対象園の全保護者等に、お知らせや園だより等を通じて、適

宜情報共有を行っていきます。 

【選定委員会の進め方等】 

 内容 備考 

第１回 

・委員委嘱、会長等選出（委員の互選とし、記

名式、挙手など互選方法は選定委員会で決め

ます） 

・委員会のスケジュール等確認 

・公募要項の審議 

会議時間は２時間程度を予定 

第２回 ・公募要項及び審査基準の審議 会議時間は２時間程度を予定 

第３回 ・審査項目の審議 会議時間は２時間程度を予定 

第４回 

・書類審査 

 ※事業者の財務状況の確認は、事前に実施す

る公認会計士の財務診断の結果を基に実

施する。 

各委員が都合の良い時間

に会場で審査 

－ 
・第一次審査結果の確認（書類審査通過事業者

の確認） 

事務局から各委員へ通知 

第５回 

・第二次審査（現地視察） 

 ※第一次審査通過事業者が運営する保育園

等を視察する。 

 ※平日に実施するため、各委員の都合に合わ

せ、複数回に分けて実施する場合がある。 

視察は各法人半日程度を

予定 

第６回 
・第二次審査（ヒアリング） 

・運営事業者選定 

会議時間は３時間程度を予定 

※保護者の希望に応じて、託児を実施します。 

（３）事業者の参加資格 

○ 公募要項に盛り込む参加資格は、次の項目を基本とし、選定委員会で審議・決定します。 

【公募要項に盛り込む参加資格】 

① 基準日現在、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第39条に定める認可保育所又は就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２条第６

項に定める認定こども園（「幼稚園型」及び「地方裁量型」は除く）（以下、「認可保育所等」と

いう。）を運営している法人で、法人として当該認可保育所等の運営実績が３年以上あること。  

② 地方自治法施行令（昭和22年政令16号）第167条の 4 の規定に該当しないこと。 

③ 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱（平成２２年 3 月23日杉並第65476号）に定め

る指名停止要件に該当していないこと。 

④ 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱（平成23年 1 月17日杉並第53890号）に定める除外措

置要件に該当していないこと。 

⑤ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続き開始の申立て又は民事再生法（平成11

年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされていないこと。 

⑥ 法人税、法人事業税及び地方法人特別税、消費税及び地方消費税を完納していること。 

⑦ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第 5 条及び第 8

条に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統制下にある団体でないこと。 

⑧ 児童福祉法第46条第１項又は同法第59条第１項に基づく報告徴収に虚偽報告等を行ったことが

ないこと。 

⑨ 児童福祉法第46条第４項又は同法第59条第５項に基づく事業停止等の命令を受けたことがない

こと。 

⑩ 運営する施設について、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第40条第１項に基づき確

認を取り消されたこと又は確認の効力を停止されたことがないこと。 

⑪ 提案事業者全体の財務内容について、直近３会計期間連続して損失を計上していないこと。 

⑫ 提案事業者全体の財務内容について、直近２会計期間中いずれの期間も債務超過となっていない

こと。 
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別紙２ 

旧ガイドライン（平成29年３月） ガイドライン改定案 

 

イ 運営に関する条件 

事業者が民営化保育園を運営するに当たり、厳守する条件、基準等は次の項目を基本とし、選

定委員会で審議し決定します。 

① 児童福祉法等関係法令を遵守し、かつサービスの自己評価や第三者評価、相談・苦情対応の仕

組みを整備し、安定した質の高いサービスを行うこと。 

② 杉並区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例を遵守し、利用

に関する説明を行い、質の高いサービスを提供すること。 

③ 「杉並区立保育園保育実践方針」を尊重のうえ、対象園の保育目標を継承し、発展させること。 

④ 自園内での調理を実施すること。また、乳児及び幼児の集団給食の経験を１年以上有する栄養

士を確保している等、業務上安全な給食提供への注意を払う体制をとること。 

⑤ 情報公開、個人情報保護、危機管理、給食、感染症等のマニュアルを作成すること。 

⑥ これまで対象園で行ってきた行事は、その実施目的等を十分に理解し、民営化保育園の行事等

に引き継ぐことを想定すること。 

 

ウ 職員に関する条件 

事業者が民営化保育園を運営するに当たり、厳守する配置職員の条件は次の項目を基本とし、

選定委員会で審議し決定します。 

① 保育園には、施設長（園長）、保育士、調理員、事務員又は用務員、看護師又は保健師及び嘱

託医を配置すること。 

② 施設長（園長）は、専任とし、保育士資格取得後、７年以上の保育実務経験（児童福祉法に規

定する保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業及び事業所内保育事業、就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に規定する認定こども園、学校教育法に

規定する幼稚園並びに東京都認証保育所事業実施要綱に規定する東京都認証保育所における

保育経験をいう。以下同じ。）を有すること。 

③ 保育士の配置に当たっては、年齢バランスを考慮すること。施設長（園長）を除き、常勤の正

規職員のうち、保育士資格取得後、５年以上の保育実務経験がある保育士を半数以上配置する

こと。 

④ 常勤保育士等の配置基準は、以下のとおりとすること。 

区 分 基 準 備  考 

０歳児 児童３人に対して職員１人  

１歳児 児童５人に対して職員１人 都要綱基準 ６人 

２歳児 児童６人に対して職員１人  

３歳児 児童2 0人に対して職員１人 
15人の場合、公定価格加

算あり 

４・５歳児 児童3 0人に対して職員１人  

標準時間対応保育

士 

保育標準時間認定を受けた子どもが利用する施設

に１人 
 

非常勤保育士 施設に１人  

充実保育 定員9 1人以上の施設に１人  

朝・夕保育 定員6 1人以上の施設に１人  

障害児 児童２人までに対し職員１人 
障害児保育実務経験者

を配置 

 

 

⑤ 調理員は３人（０歳児定員が６人以上の施設については４人）配置することとし、乳児及び幼

児の集団給食の経験を１年以上有すること。 

⑥ 調理員又は用務員については、外部の事業者に委託することを可とする。 

⑦ 「杉並区障害児保育運営要綱」による「調整会議」で認定された児童を保育する場合は、区の

職員配置基準により障害児保育の経験がある職員を配置すること。 

 

エ 施設及び設備に関する条件 

事業者は、民営化保育園の整備に当たって、施設及び設備に関して、次の項目を満たすことを

基本とし、選定委員会で審議の上決定します。 

① 遵守すべき法令等 

  ・児童福祉法 

  ・子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号） 

  ・東京都児童福祉施設の設備および運営の基準に関する条例（平成24年東京都条例第43号）及び

同施行規則（平成24年東京都規則第47号） 

  ・保育所設置認可等事務取扱要綱 

  ・その他関係法令等 

② 産休明け保育（生後57日から）を新たに行うこととし、対象園の定員を基本に区が定める定員

程度の施設とすること。 

③ 自転車及びベビーカー等の置場を確保すること。 

④ 各部屋の区面積基準を確保すること。 

区 分 区面積基準 備 考 

０歳児室 児童一人当たり５㎡以上 都要綱基準３.３㎡以上 

１歳児室 児童一人当たり３.３㎡以上  

２歳児以上 児童一人当たり１.９８㎡以上  

障害児室 児童一人当たり５㎡以上 障害児室を設ける場合 

⑤ 各部屋の面積は、有効内法面積（内法面積から、戸棚、手洗い場等、保育に利用できない面積

を除外した面積をいう。）で計算すること。 

 ⑥ 屋外遊戯場として必要な面積は、基本的に敷地内の地上部に設けること。 

 ⑦ 屋外遊戯場から直接使用できる幼児用トイレ及び手洗いを設置すること。  

オ 近隣住民への対応等に関する条件 

① 保護者が安心して子どもを預けることができるよう、保護者への情報提供に努め、かつ、保護

者の意見、要望を伺う機会を設けることとする。 

② 近隣住民に親しまれ、地域に溶け込んだ保育園となるよう、近隣住民への配慮について、最大

限に努めることとする。 

③ 施設の建設に際しては、「杉並区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」

に準拠し、敷地境界線から建築予定建築物の高さ２倍の範囲の近隣住民に対して、施設整備前

に説明を行い、理解を得るよう努めることとする。 

④ 運営事業者は、近隣住民からの建物設計に関する意見・要望は、保育園運営に支障のない範囲

で、できる限り対応すること。 

⑤ 区は、説明会等への出席や運営事業者への助言など、運営事業者とともに近隣住民への理解に

努めるものとする。 

 

 

（４）その他の応募条件 

○ 事業者の参加資格のほか、公募要項に盛り込む条件は次の項目を基本とし、選定委員会で審議・

決定します。 

【運営に関する条件】 

① 「杉並区立保育園保育実践方針」や対象園の保育目標・保育方針を尊重すること。 

② これまで対象園が行ってきた日々の保育や行事等は、その実施目的等を十分に理解し、基本的

に民営化後も継承すること。 

③ 児童福祉法等関係法令を遵守し、かつ保育の自己評価や第三者評価、相談・苦情対応の仕組み

を整備すること。 

④ 杉並区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例を遵守し、保護

者に対して利用に関する説明を行うこと。 

⑤ 自園内での調理を実施すること。また、業務上安全な給食提供への注意を払う体制をとること。 

⑥ 情報公開、個人情報保護、危機管理、給食、感染症等のマニュアルを作成すること。 

 

 

【職員に関する条件】 

① 保育園には、施設長（園長）、保育士、調理員、事務員又は用務員、看護師又は保健師及び嘱託

医を配置すること。 

② 施設長（園長）は、専任とし、保育士資格取得後、10年以上の保育実務経験 （児童福祉法に

規定する認可保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業及び事業所内保育事業、就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に規定する認定こども園、学

校教育法に規定する幼稚園並びに東京都認証保育所事業実施要綱に規定する東京都認証保育

所における保育経験をいう。以下同じ。）を有するものを配置すること。 

③ 常勤保育士（※４）の配置は、以下の配置基準を満たすとともに、より質の高い保育を提供で

きる体制づくりに努めること。また、施設長（園長）を除く常勤保育士の半数以上は、保育

士資格取得後、５年以上の保育実務経験を有することとし、配置に当たっては年齢及び保育

実務経験のバランスを考慮すること。 

 

④ 国基準に基づき、非常勤保育士を１人配置すること。なお、利用定員91人以上で、０歳児保育

を実施している園の場合は、常勤保育士に置き換えること。 

⑤ 上記③④に定める保育士（常勤・非常勤）以外の配置については、対象園の現在の職員配置を

考慮すること。 

※４：「保育所設置認可等事務取扱要綱」に基づき、常勤保育士は１日６時間以上、月20日以上勤務する者とする。 

※５：「『特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について（平成31年４月25

日付府子本第439号31文科初第 5号子発0425第１号）』別紙２：Ⅱ基本部分１.基本分単価」に定められてい

る、その他（「標準時間対応保育士」「休憩保育」）の配置基準参照。 

 

⑥ 調理員は乳児及び幼児の集団給食の経験を１年以上有するものを３人（０歳児定員が６人以上

の施設については４人）配置すること。 

⑦ 栄養士は乳児及び幼児の集団給食の経験を１年以上有するものを配置すること。 

⑧ 調理業務及び用務業務は、外部の事業者に委託できることとする。 

⑨ 「杉並区障害児保育運営要綱」による「調整会議」で認定された児童を保育する場合は、障害

児に対する配慮が必要な度合により、障害児保育の経験がある保育士を配置すること。 

⑩ 現在、対象園に勤務している非常勤職員の継続雇用に配慮すること。 

【施設及び設備に関する条件】（※６） 

① 以下の法令等を遵守すること。 

・ 児童福祉法 

・ 子ども・子育て支援法（平成24年法律第６５号） 

・ 東京都児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年東京都条例第４３号）及び

同施行規則（平成２４年東京都規則第４７号） 

・ 保育所設置認可等事務取扱要綱 

・ その他関係法令等  

② 自転車及びベビーカー等の置場を確保すること。 

③ 各歳児の保育室は以下の区面積基準を満たすとともに、より質の高い保育を提供できる環境づ

くりに努めること。 

区分 区面積基準 備考 

０歳児室 児童１人当たり5.00㎡ 都認可基準：3.30㎡ 

１歳児室 児童１人当たり3.30㎡  

２歳児以上 児童１人当たり1.98㎡  

障害児室 児童１人当たり5.00㎡ 障害児室を設ける場合 

④ 各部屋の面積は、有効内法面積（内法面積から、戸棚、手洗い場等、保育に利用できない面積

を除外した面積をいう。）で計算すること。 

⑤ 屋外遊戯場として必要な面積は、基本的に敷地内の地上部に設けること。 

⑥ 屋外遊戯場から直接使用できる幼児用トイレ及び手洗いを設置すること。 

【近隣住民への対応等に関する条件】（※７） 

① 保護者が安心して子どもを預けることができるよう、保護者への情報提供に努め、かつ、保護

者の意見、要望を伺う機会を設けること。 

② 近隣住民への配慮に、最大限努めること。 

③ 施設の建設に際しては、「杉並区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」

に準拠し、敷地境界線から建築予定建築物の高さ２倍の範囲の近隣住民に対して、施設整備前

に説明を行い、理解を得るよう努めること。 

④ 近隣住民からの建物設計に関する意見・要望について、可能な限り尊重すること。 

⑤ 区は、説明会等への出席や運営事業者への助言など、運営事業者とともに近隣住民の理解を得

るよう努めること。 

※６：区有施設（現園舎等）を活用する場合（「区有建物活用型」）は①のみを条件とし、新たに施設を整備する場

合（「区有地活用型」）は①～⑥を条件とする。 

※７：区有施設（現園舎等）を使用する場合（「区有建物活用型」）は①・②を条件とし、新たに施設を整備する場

合（「区有地活用型」）は①～⑤を条件とする。なお、「区有建物活用型」及び「区有地活用型」については、

本ガイドライン：19ページ『巻末資料：４ 民営化後の保育園の位置付け等』を参照。 

区分 配置基準 備考 

０歳児 児童３人に対して職員１人  

１歳児 児童５人に対して職員１人 都認可基準：児童６人に対して職員１人 

２歳児 児童６人に対して職員１人  

３歳児 児童20人に対して職員１人  

４・５歳児 児童30人に対して職員１人  

その他 

保育標準時間認定児童が利用する施設

に職員１人 

国の法令等の基準（以下、「国基準」とい

う）（※５）により義務付けられている配置

基準 利用定員90人以下の施設に職員１人 
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別紙２ 

旧ガイドライン（平成29年３月） ガイドライン改定案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(4) 審査基準 

公募型プロポーザルに当たり、提案事業者から提出された企画提案書等の書類・ヒアリング等を

もとに、提案の実現性・施設運営の継続性・安定性などを、審査基準に基づき選定委員会において

審査・選定します。 

なお、審査基準は以下の項目を重視することを基本とし、選定委員会で決定します。 

① 応募事業者について 

・事業者の財務状況や保育事業の運営実績 

・事業者の保育に対する方針や理念 等 

② 保育の運営について 

・児童定員、保育時間、特別保育 

・保育プログラムや保育環境 

・給食の質（アレルギー対応を含む） 

・感染症等の対策 

・保護者との連絡、連携 等 

③ 保育施設について 

・各部屋の配置や安全性 等 

④ 職員について 

・職員配置 

・職員の採用と育成 等 

⑤ その他 

・地域との連携 

・施設における情報公開、個人情報保護体制 

・危機管理体制 

・苦情、相談対応体制 

・危機管理体制 

・開始までのスケジュール 等 

 

【公募に当たり事業者に提出を求める主な書類】 

・ 企画提案書（提案内容は下記参照） 

・ 法人に関する書類（事業者の概要（事業者名や所在地など）、事業の沿革など） 

・ 保育所等の運営実績に関する書類（名称・規模・開設年月日・所在地など） 

・ 経営状況に関する書類（決算報告書、施設の収支計算書、事業者全体の収支予算書など） 

・ 職員に関する書類（就業規則、施設長予定者の履歴書、職員（常勤保育士）の退職率（※８）など） 

・ 保育所運営に関する書類（直近の決算に係る職員（常勤保育士）の人件費比率（※８）、おたより、

運営日誌、第三者評価結果など） 

＜提案内容（企画提案書の主な内容）＞ 

① 保育内容に関する提案（保育に関する理念や方針、保育計画や指導計画など） 

② 給食に関する提案（食育、乳児期の給食、献立作成や食材の選定など） 

③ 安全・衛生・健康管理に関する提案（危機管理、感染症の予防など） 

④ 子育て支援等の対応に関する提案（保護者からの保育相談、地域の子育て支援など） 

⑤ 保育園運営に関する提案（職員配置に関する考え方（施設長、施設長を補佐する職員、常勤・非

常勤保育士、調理員、栄養士、看護師、事務員等）、法人本部のバックアップ体制、個人情報保護

及び情報公開など） 

⑥ その他（引継ぎについての考え方など） 

   

（５）審査手順 

○ 選定委員会における審査は、あらかじめ選定委員会が審議・決定した審査基準（審査項目及び

配点等）に基づいて実施します。 

○ 審査手順及び審査項目等は、以下を基本とします。 

 

【審査手順】 

①第一次審査［書類審査］ 

・ 応募事業者から提出された書類について審査を行う。 

・ 各評価項目の各委員の点数の平均点（少数第２位を四捨五入）を第一次審査点とする。第一次審

査の合計点が60％以上の事業者のうち、上位３事業者以内に第二次審査を実施する。 

②第二次審査［視察］［ヒアリング］ 

・ 第一次審査通過事業者に対して、現地視察及びヒアリングを行い審査する。 

・ 各評価項目の各委員の点数の平均点（少数第２位を四捨五入）を第二次審査点とする。 

③事業者選定 

・ 第一次審査及び第二次審査の点数の和が全審査合計点の60％以上（選定基準）の事業者を選定事

業者とする。 

・ 複数の事業者が選定基準を満たした場合は、点数の上位から順位をつけ、最上位の事業者を協議

対象として選定する。 

・ 最上位の事業者との協議が不調となった場合は、次点の事業者と協議を行うものとする。 

・ 選定結果は、次の項目を区公式ホームページに掲載し、公表する。（件名・選定事業者・選定経

過・選定委員会の委員名・選定理由・審査結果・応募事業者名（応募事業者が２事業者の場合は、

非選定事業者の審査結果が特定されないよう、選定事業者名のみ公表する。）） 

※９：退職率は法人全体、人件費比率は事業者が運営する１園（民営化対象園と同規模）とする。 

【審査項目／評価項目等】 

審査項目／評価項目 主な評価内容 

書類審査 

事業者の適格性 施設運営実績・財務状況は適切か。 

保育内容 保育に関する考え方や方針、理念は適切か。 

給食 給食に関する考え方や配慮は適切か。 

安全・衛生・

健康管理 

危機管理、子どもの健康管理への取組は適切か。 

子育て支援 地域における子育て支援の取組は適切か。 

保育園運営 
職員の配置、確保、育成に関する取組は適切かつ十分か。 

保護者との連絡・連携に関する取組は適切か。 

現地視察 保育理念等が体現された保育が提供されているか。 

ヒアリング 保育園運営に対する考え方、提案内容は妥当か。 
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別紙２ 

旧ガイドライン（平成29年３月） ガイドライン改定案 

６ 運営事業者への引継ぎ 

対象の区立保育園の保育内容を継承することを前提に引継ぎを行います。 

(1) 移行計画の策定 

運営事業者は、保護者や子どもが安心して保育園に通い続けられるよう、引継ぎ体制等を盛り込

んだ移行計画を区と協議の上、定めるものとします。 

移行計画には、行事の継承を確実に行うため、対象の区立保育園が実施する行事等に参加するこ

とを盛り込むこととします。 

 

(2) 合同保育の実施 

移行の際は、保育士等の職員の入れ替わり等による保育環境の変化が子どもへ及ぼす影響を最小

限に留めるため、段階的に運営事業者の職員を配置し、子どもが新しい保育士に早く慣れることが

できるよう、区職員と運営事業者職員の合同保育期間を設けます。運営事業者は、移行の期間中に

個々の子どもの様子などの把握に努め、きめ細かく対応しながら引継ぎを行い、保護者や子どもと

の信頼関係を築くことに努めます。 

合同保育期間は４ヶ月を目安とし、対象園の状況を踏まえ、区と運営事業者が協議のうえ、決定

します。 

  

(3) 区による移行までの進行管理等 

区は、移行計画どおりに引継ぎが進んでいるか逐次進行管理を行うとともに、必要に応じて改善・

指導を行い、円滑な移行を進めます。 

 

５ 運営事業者への引継ぎ 

○ 区は、区立保育園における保育の実践内容や一人ひとりの子どもの育ちや個性を確実に引き継

ぐため、運営事業者の職員が保育現場に入ることに伴う子どもへの影響に配慮しながら、次の

基本的な考え方により、責任を持って、運営事業者への引継ぎを実施します。 

【引継ぎの基本的な考え方】 

① 引継ぎは、対象園において民営化する１年前から計画的に取り組むとともに、引継ぎに伴う子ど

もへの影響に配慮するため、段階的かつ丁寧に進めます。 

② 対象園は、運営事業者の職員に対し、子ども一人ひとりの育ちや個性等への理解とともに、園に

おける保育の実践内容や諸行事などの運営全般にわたり、必要な引継ぎを実施します。また、本

庁保育課は、各月における引継ぎの実施状況を定期的に確認し、対象園や運営事業者に対する必

要な支援・助言等を行います。 

③ こうした引継ぎの状況は、園だより・クラスだより等を通して、対象園の保護者と情報共有する

とともに、その過程で寄せられた意見等の反映を図りながら、その後の引継ぎを適切に進めます。 

（１）引継ぎ方法の概要 

 ① 引継ぎ計画の策定 

○ 本庁保育課、対象園及び運営事業者は、保育の意図や保育士の関わり方等について、１年を

通して「何を・誰が・いつ・どのように」引き継いでいくかを明確にし、共有するために引

継ぎ計画を策定します。 

 ② 引継ぎの概要の説明 

○ 本庁保育課は、保護者へ選定された運営事業者を紹介するとともに、策定した引継ぎ計画に

基づきどのように引継ぎを実施していくかについて、説明会を開催し、お伝えします。保護

者から寄せられたご意見・ご要望は、可能な限り引継ぎ計画に反映していきます。 

 ③ 引継ぎの実施 

○ ４月から対象園で引継ぎを開始し、「園目標」や「杉並区立保育園保育実践方針」への理解

を深めていきます。また、園運営、保育環境、保育への思いや大事にしている事など、園の

全体像の把握を進め、日々の保育の「見学」から「観察」そして「参加」へと段階的に関わ

りを深めていきます。運営事業者と対象園の保育士等が各クラスに入る合同保育は、11月に

保護者説明を行った上で、12月から開始します。配置する保育士等は、子どもの保育環境の

変化に配慮しながら、園の状況に応じて、徐々に人数を増やしていきます。 

○ 引継ぎの概要（実施時期、主な引継ぎ内容等）は以下のとおりです。 

【引継ぎの概要（実施時期、主な引継ぎ内容等）】 

民営化前々年度２～３月 

時期  

２・３月 本庁保育課 

対象園 

運営事業者 

・杉並区立保育園保育実践方針、園の保

育目標・保育方針の理解（杉並区の保

育について） 

・引継ぎ計画の策定 

 

民営化前年度 4～11月までの引継ぎ 

時期 配置職員 主な引継ぎ内容等 主な行事 

4 月 施設長予定者 

主任予定者 

・杉並区立保育園保育実践方針、園の保

育目標・保育方針について 

・引継ぎ計画について 

★保護者説明会 

（区主催） 

５・６月   〃 ・月の行事保育観察について 

・各健診について 

保護者会  

春季健診 

7～９月   〃 ・夏季保育について（前年度までの資料を

参考に室内環境、夏季の体調把握等） 

・伝承行事について 

七夕 

夏祭り 

プール 

10～11 月    

  〃 

・行事について（目的、取組内容、事前

準備等） 

・嘱託医について 

・12月からの実務的な引継ぎ（合同保育）

について 

運動会 

園外保育 

芋ほり 

★保護者説明会 

（区主催） 

 

合同保育期間（保育実務の引継ぎ・4 か月） 

時期 配置職員 主な引継ぎ内容等 行事関係 

12月 施設長予定者 

主任予定者 

【保育観察】 

・保育について（１日の流れ、散歩コー

ス等） 

・避難訓練について（避難経路、避難場

所、不審者対応訓練等） 

【事務引継ぎ（園運営に関する事）】 

・園運営について（保育園のしおり、各

種マニュアル、関係機関との引継、危

機管理対応、衛生管理等） 

おたのしみ会 

1 月 施設長予定者 

主任予定者 

保育士 
 

【各クラス保育観察】 

・子どもの姿やクラスの様子の観察 

・保育について（保育日誌、連絡帳、個

別指導計画、指導計画等、障害児関、

各種マニュアル等） 

・健康に関する事について（アレルギー、

基礎疾患等） 

【保育園運営】 

・新入園児受け入れについて（手順、書

類、環境、新入園児健康診断、面接、

嘱託医、個人情報の取り扱い等） 

・環境整備について（園舎内外の清掃整

備、ごみ、洗濯、片付け等） 

・保護者会、個人面談について（目的、

実施内容、保護者周知時期、欠席者へ

のフォロー等） 

・地域環境、地域関係機関との連携につ

いて（近隣・関係機関・医療機関等） 

新年こども会 

保護者会  

2 月 施設長予定者 

主任予定者 

保育士 

 

【各クラスの保育参加】 

・子どもへの理解を深めるとともに、保

護者との関係を築く 

・クラス打ち合わせ、会議への参加 

・各種配布物の確認 

・土曜保育、朝・夕・延長保育の参加（保

育、保護者との連絡方法、緊急時の対

応、危機管理、仕事分担等） 

・地域交流について（園庭開放、保育園

見学等） 

・研修について（保育課実務研修への参

加方法、園内研修の実施、記録、報告

等） 

節分 

新入園児面接・健

康診断 
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別紙２ 

旧ガイドライン（平成29年３月） ガイドライン改定案 

 

 

看護師 【保健業務の引継ぎ】 

・保健業務について（園児の健康管理、

嘱託医健診、各種健診、保健計画、保

健だより、近隣医療機関等） 

 

調理員 【調理業務の引継ぎ】 

・調理業務について（衛生管理、各種帳

票、発注、手順、器具、食材の納入業

者、行事食、離乳食、アレルギー対応

等） 

 

3 月 施設長予定者 

主任予定者 

保育士 

 

【保育の引継ぎ（最終確認）】 

・保育、保育園運営、各種業務について

（保育、調理、栄養、保健衛生、環境

衛生等） 

・新年度準備（在園児保護者への周知事

項の確認等） 

・職員間で連携し共に日々のクラス運営

を行う 

ひな祭り 

卒園を祝う会（卒

園式） 

５歳児お別れ遠

足 

新入園児説明会 

 

看護師 【保健業務の引継ぎ（最終確認）】 

・園児の健康管理、保健衛生について 

 

調理員 【調理業務の引継ぎ（最終確認）】 

・調理手順、調理室内の器具等の取扱に

ついて 

 

 

（２）本庁保育課による進行管理 

○ 本庁保育課は、各月における引継ぎ計画の進捗状況を定期的に把握・確認するとともに、その

状況に応じて、対象園や運営事業者に対する指導・助言を行います。 

 

【引継ぎ計画に係る進行管理等のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（３）保護者へのお知らせ・意見交換 

○ 本庁保育課、対象園及び運営事業者は、引継ぎの状況について、園だより・クラスだより及び

引継ぎだよりの配布や、引継ぎに入る保育士の写真の掲示などを通して、適宜保護者にお知ら

せします。 

○ 引継ぎ期間中は、ご意見箱や専用メール窓口等、保護者が気軽に意見を寄せられる仕組みを整

えます。保護者から寄せられたご意見は、本庁保育課、対象園及び運営事業者間で共有すると

ともに、回答を保護者に随時フィードバックして、不安や心配事の軽減・解消を図っていきま

す。 

○ 必要に応じて、引継ぎ期間中に保護者と直接意見交換をする場を設けます。 

７ 移行後の区の支援  

区は、区内全ての保育施設の質の維持・向上に努めています。 

こうした観点から、運営に対しての助言、指導等を区の責務として行っていきます。 

(1) 運営支援  

区は、民営化園の保育の質の維持・向上のため、事業者に対し、区職員（区立保育園園長経験

者）による巡回指導及び専門的な保育相談を行い多方面からの支援を積極的に行います。 

区主催の実務研修への参加を促し、「杉並区立保育園保育実践方針」を基に、質の高い保育を築

く区の方針を十分に理解し、運営に活かせるよう支援していきます。また、保育関連情報を共有

し、保育に活かせるよう、定期的に園長会を開催します。 

さらに、近隣園との地域懇談会の開催などにより、保育園間の連携を密にし、情報交換などを

通じ、区内保育所全体の質の向上が図られるようにします。 

   

(2) 指導・検査  

区は、子ども・子育て支援法第14条に基づき、都とも連携し、定期的に指導検査を実施すること

により、より質の高い保育園運営とするための助言を行います。 

また、必要に応じて、同法第38条に基づく指導監査、同法第39条に基づく、改善の勧告、命令等

を行い、安心・安全な保育園を維持していきます。 

 

(3) 東京都福祉サービス第三者評価の受審の促進 

サービスの質の向上や事業の透明性の確保などを目的とする東京都福祉サービス第三者評価の

定期的な受審（指定管理保育所については、指定期間が満了する前年度、それ以外の民営化園にあ

っては、３年から５年に一度）を促し、事業者が常に保育の質やサービス向上を図れるように支援

します。 

 

(4) 保護者アンケートの実施 

区は、民営化への移行６ヶ月後に保護者アンケートを実施し、運営状況を評価するとともに、改

善点等があれば、運営事業者に改善を促します。 

 

６ 民営化後の区の支援等 

○ 区は、民営化に伴う運営主体の変更によって子どもと保護者に不安や不利益を与えることな

く、運営事業者において区立保育園の保育が継承・発展されるよう、次の基本的な考え方によ

り、引き続き責任を持って、民営化後の継続した支援に取り組みます。 

【民営化後の区の支援等の基本的な考え方】 

① 民営化初年度は、４月・５月の２か月間で、区立保育園園長経験者による巡回訪問（※９）を重点

的（２～３回）に行うほか、法律に基づく指導検査（※10）や保護者アンケート等に基づく指導・

助言を行います。 

② 民営化２年度目以降も、区の巡回訪問（年間概ね３～４回実施）や法律に基づく指導検査（原則

として２年に１回実施）のほか、園が実施する東京都福祉サービス第三者評価を（民営化２年

度目に受審し、以降は３年に１回以上の受審が基本）の受審等を通して、保育の質の維持・向上

につなげます。 

③ 民営化後の園運営に関する保護者の不安や心配事については、本庁保育課で随時相談に応じる

とともに、必要に応じて運営事業者に対する指導・助言を行います。 

（１）本庁保育課による巡回訪問・指導検査等 

① 巡回訪問 

○ 区内保育施設に対して実施している区立保育園園長経験者が行う巡回訪問の仕組みを活用

し、対象園の状況に応じて、民営化後の子どもの様子、保育士の子どもとの関わり方等を確

認します。巡回訪問では、必要に応じて具体的な保育方法のアドバイスを行うとともに、課

内で情報を共有し、課題・問題の発見、解決につなげ、より安定した保育が提供されるよう

支援します。 

○ 民営化スタート時の４月・５月には重点的（２～３回）に訪問し、以降は年３～４回の頻度

で訪問します。 

② 指導検査 

○ 本庁保育課職員が指導検査を実施し、職員の状況や会計管理等について現地確認及び書類検

査を行うことにより、民営化後の園運営が適正に行われているか点検します。 

○ 民営化初年度に実施し、以降は２年に１回を原則として実施していきます。 

（２）保護者の声を活かした園運営の改善 

① 区による保護者アンケートの実施 

○ 区は、民営化後６か月目を目安に、保育内容を確認し、必要な改善点を探るため、次の内容

を基本とし、保護者にアンケート調査を実施するとともに、運営事業者（施設長・主任・保

育士等）にヒアリングを実施します。 

○ アンケート結果は区と運営事業者とで共有し、課題や改善方法について検討を行います。ま

た、アンケート結果及び運営事業者の改善方針等は保護者にお知らせします。 
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旧ガイドライン（平成29年３月） ガイドライン改定案 

 

【アンケートの基本的な内容】  

○日々の保育について：園での活動が子どもの心身の発達に役立つものとなっているか等を伺いま

す。 
 〈質問項目の例〉保育内容・遊具や玩具・外遊びの機会・食事やおやつ・行事等 

○保育士について：保育士の対応が子どもの最善の利益を考慮したものとなっているか等を伺いま

す。 
 〈質問項目の例〉施設内の整理や衛生管理・言葉遣いや態度・けがや体調不良時の対応等 

○保護者への対応について：保護者との信頼関係の醸成や、説明責任が果たされているか等を伺いま

す。 
 〈質問項目の例〉説明のわかりやすさ・相談できる信頼関係・要望や苦情への対応等 

○民営化について：民営化が保護者や子どもへ不利益を与えることなく実施されたか等を伺います。 
 〈質問項目の例〉引継ぎの成果・子どもの様子・民営化して良かった点や改善が必要な点等 

※９:「巡回訪問」 …本庁保育課に配属された区立保育園園長経験者が区内保育施設を訪問し、園運営に関する

豊富な経験に基づいて、直接施設長に助言・指導を行う。訪問時には、施設長又は主任が同行し、園内の各

保育室や調理室、園庭等を見て回り、保育の様子を観察する。事前連絡をして訪問する方法と事前連絡をせ

ずに訪問する方法がある。 

※10:「指導検査」…子ども・子育て支援法第14条に基づく検査。保育内容（全体的な計画や指導計画の作成、給

食の提供方法等）・施設運営（重要事項の説明、苦情への対応策等）・職員の状況（勤務表や賃金台帳の整

備等）・災害対策（消防計画の作成、避難訓練の実施等）・会計管理等について点検を行う。運営基準に照

らして不適正な点が認められた場合は、改善へ向けた指導を行う。 

 

② 東京都福祉サービス第三者評価の受審 

○ 運営事業者において、民営化２年度目に東京都福祉サービス第三者評価（※11）を必ず受審

するものとします。第三者評価では、専門の評価機関が事業者へのヒアリングや保護者への

アンケート等を通じて、園の運営状況の評価を行います。園はこうした外部からの評価を、

園運営の改善に生かしていきます。 

○ 民営化２年度目の受審以降は、「東京都における福祉サービス第三者評価について（指針）」

に基づき、３年に１回以上受審するよう区から働きかけていきます。 

③ 本庁保育課による相談受付 

○ 保護者アンケートや東京都福祉サービス第三者評価等で保護者からの意見をいただく以外

にも、運営事業者の保育について、個別に疑問や不安な点がある場合は、本庁保育課で随時

ご相談を受け付けます。 

 

（３）保育の質の維持・向上へ向けたその他の取組 

① 私立・区立保育士に対する合同研修の実施 

○ 区は私立・区立保育士に対する合同研修を実施します。民営化園の保育士に対しても積極的

な参加を促し、保育の専門性の向上の機会を提供します（年間30回程度実施）。専門知識の

学びの機会の他に「杉並区立保育園保育実践方針」等を活用し、区の方針を十分に理解して

いただき、日々の保育で実践されるよう支援していきます。 

② 地域における保育施設間での連携促進 

○ 区は、令和２年４月から新たに７地域の区立保育園１園ずつを「中核園」（※12）として指定

します。「中核園」が実施する取組は、民営化園も対象として、地域懇談会（※13）の開催や、

安全対策に関する情報提供（※14）を行うなど、保育の質の向上を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ その他 

○ 本ガイドラインは、今後の民営化の進捗状況等に応じて、適宜見直しを行います。 

※11:「東京都福祉サービス第三者評価」…第三者（東京都福祉サービス評価推進機構の認証を受けた評価機関の

うち、保育園サービスの評価を実施することが可能である者）が実施する評価であり、結果を幅広く利用

者や保育園に提供する。それとともに、保育園におけるサービスの質の向上に向けた取組を促すことによ

り、利用者本位のサービスシステムの構築を行うことを目的とするものである。受審結果は都ホームペー

ジ上で公開される 

※12：「中核園」…７地域の標準生活圏域をベースに地域バランス等を考慮し、当面、令和２年４月に各地域の区

立保育園１園ずつを「中核園」として指定する。その後の取組状況を踏まえ、今後の指定拡大を検討する。

地域連携の取組における対象施設は、区内の認可保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保

育事業、区保育室、区定期利用保育施設、家庭福祉員、家庭福祉員グループ、グループ保育室、認証保育

所、企業主導型保育事業、ベビーホテル。 

※13：「地域懇談会」…各保育施設の施設長が参加し、各保育施設が抱える課題の共有や解決に向けた意見交換を

する取組。これまで、本庁保育課が年２回開催してきたが、令和２年４月以降は、中核園がコーディネー

ト役となり各地域において開催（年４回予定）。 

※14:「安全対策に対する情報提供」…中核園を中心とした情報連絡体制を整備し、中核園から地域の各保育施設に情報

の伝達・共有を行う。区から発信する緊急性の高い情報は、地域における保育施設間の継走連絡により、

迅速に各保育施設に知らせる取組。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【民営化後の区の支援等における基本的なスケジュール】 

４・５月 ６～９月 10～12月 １～３月

　①区による保護者アンケートの実施

　②東京都福祉サービス第三者評価の実施

　③本庁保育課による相談窓口

　①私立・区立保育士に対する合同研修の実施

　②地域の保育施設間での連携促進

民営化

２年度目以降

（１）本庁保育課による相談・助言等

（２）保護者の声を活かした園運営の改善

（３）保育の質の維持・向上へ向けたその他の取組

　②指導検査

　①巡回訪問　　※園の状況を考慮し、実施時期・回数を決定

民営化初年度
主な内容

民営化初年度の４・５月は２～３回訪問し、それ以降は年３～４回の頻度で実施

民営化初年度に実施

２年度目に受審し、以降は３年に１回以上受審

※区による保護者アンケート以外にも、園によるアンケートを随時実施

２年に１回を原則として実施
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―― 

【巻末資料】           

１ 民営化の必要性    

○ 区は、保護者のニーズを踏まえて、認可保育所を核とした施設整備のほか、障害児保育など多

様な保育の充実に継続的に取り組んでいます。こうした保育環境の整備に伴い、保育関連経費

が急増している状況（≪参考１≫保育関連経費の推移参照）にあり、保育水準の維持・向上を

図りつつ行政コストを縮減していく必要があります。 

○ このため、持続可能な財政運営の観点から、一定数の区立保育園を計画的に民営化し、民間事

業者の特長を活かした効率的・効果的な施設の整備・運営を行う必要があります（※）。 
※国や東京都による区立保育園の施設整備・運営経費に関する補助金等は、平成16年度から平成18年度にかけ

て廃止され、現在は、私立保育園に対してのみ補助金等があります。従って、区立保育園と私立保育園の園

児一人当たりの経費を比較すると、私立保育園の方が区の負担額を抑えることができます（≪参考２≫民営

化による区負担額の比較参照）。 

 ≪参考１≫保育関連経費の推移 
 区の実質的な負担額（差引一般財源。歳出から歳入を減じた額）は、平成22年度の 12,196 百万円から平成30年度には 20,879 百万円と

増えています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ・凡例の説明】 
上に示したグラフは、平成22年度から平成30年度の保育関連経費の推移を表したものであり、０のラインより上部分は区の歳出、下部分は区

の歳入を示しています。なお、運営経費（特財）・施設整備経費（特財）については区の歳出分が、国や都から補助金として区に支払われる（歳

入となる）ことから、歳出・歳入の両方に計上されています。 

・運営経費（一般財源） ：保育所運営に係る経費のうち、その財源が特別区税（使途の限定されていない）等の歳入によるもの。 

・施設整備経費（一般財源） ：保育施設整備に係る経費のうち、特別区税（使途の限定されていない）等の歳入によるもの。 

・人件費 ：保育課事業のうち子供園、幼稚園関連を除く常勤、再任用、非常勤職員の人件費の合計。 

・運営経費（特財） ：保育所運営に係る経費のうち、その財源が国や都からの補助金（使途が限定されている）等の歳入による

もの。 

・施設整備経費（特財） ：保育施設整備に係る経費のうち、その財源が国や都からの補助金（使途が限定されている）等の歳入によ

るもの。 

・保護者負担金 ：区立保育園と私立保育園に係る保育料の合計。 

・保育定員数 ：認可保育所（家庭的保育事業・小規模保育事業・事業所内保育事業を含む）、東京都認証保育所、区保育

室、グループ保育室、家庭福祉員、区立子供園（長時間保育）、私立幼稚園預かり保育の保育定員数。 

・園児一人当たり経費 ：保育園運営に当たり、園児一人当たりにかかる経費。  

 

≪参考２≫民営化による区負担額の比較 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成29年度『杉並区個別外部監査報告書「保育事業」』第３章_１._(３)より 

２ 民営化の取組経過 

○ 区がこれまでに実施してきた民営化の取組と、今後の実施予定は下表のとおりです。なお、

令和７年度以降の民営化の取組については、保育需要や財政状況も踏まえて、令和４年度ま

でに決定していきます。 

○ これまでの民営化対象園については、保育行政を取り巻く状況を踏まえて、施設の建替や大

規模修繕に合わせる、比較的施設が新しい園をそのまま活用する等、個別に決定してきまし

た。 

【区立保育園の民営化等の取組】 

民営化の年度 園名 民営化の手法 

平成16年度 高井戸保育園 公設民営（指定管理者）化（※１） 

＜平成1 7年度「保育サービスのあり方検討部会」の報告に基づく取組（1 0園）＞ 

平成18年度 
高円寺北保育園 公設民営（指定管理者）化 

荻窪北保育園 公設民営（指定管理者）化 

平成21年度 高円寺南保育園 公設民営（指定管理者）化 

平成26年度 堀ノ内東保育園 公設民営（指定管理者）化 

平成28年度 

下高井戸保育園 公設民営（指定管理者）化 

西田保育園 
・民設民営化（近隣私立認可保育所）（※２） 

・令和元年度末までに段階的廃止予定 

平成29年度 
上高井戸保育園 

平成25年度休園（７月～） 

⇒平成29年度公設民営（指定管理者）化 

馬橋保育園 平成29年度委託⇒平成30年度民設民営化 

平成30年度 上井草保育園 平成30年度委託（４月～）、民設民営化（７月～） 

令和元年度 杉並保育園 民設民営化 

＜平成2 9年度「保育のあり方検討部会」の報告に基づく取組（６園）＞ 

令和２年度 
井荻保育園 民設民営化予定 

中瀬保育園 民設民営化予定 

（以降は平成30年度に行革本部において決定した民営化年度・対象園（今後、計画化予定）） 

令和４年度 荻窪保育園 民設民営化予定 

令和５年度 
大宮保育園 民設民営化予定 

天沼保育園 民設民営化予定 

令和６年度 永福北保育園 民設民営化予定 

 

＜指定管理者制度を導入している区立保育園の私立保育園への転換の取組＞ 

民営化の年度 園名 民営化の手法 

令和３年度 下高井戸保育園 民設民営化予定 

令和４年度 

高円寺南保育園 民設民営化予定 

荻窪北保育園 民設民営化予定 

高円寺北保育園 民設民営化予定 

令和６年度 上高井戸保育園 民設民営化予定 

令和７年度 
高井戸保育園 民設民営化予定 

堀ノ内東保育園 民設民営化予定 

※１：保育所の設置主体は区のまま、運営主体を民間事業者に転換するものです。 

※２：保育所の設置（届出）及び運営主体とも民間事業者に転換するものです。 

（本ガイドライン:19ページ「巻末資料４－①『区立（公設公営・公設民営(指定管理者)）保育園と私立（民

設民営）保育園の違い』を参照。） 

 

 

 

 

 
・「園児１人当たりの差引行政コスト純額」は、保育園

運営経費における区の負担額を示しています。従っ

て、私立保育園の園児１人にかける費用が少ないと

いうことを示しているものではありません。  

・ 定員100名規模の認可保育所の場合、区立保育園よ

りも私立保育園の方が区負担額は、年間当たり約

96,000 千円（区立 2,120 千円／年×100 名 ― 

私立 1,158 千円／年×100 名）少なくなります。 

 

【園児１人当たり差引行政コスト純額（千円／年）】 
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別紙２ 

旧ガイドライン（平成29年３月） ガイドライン改定案 

―― 

３ 民営化後の主な変更点 

№ 
種別 

項目 
民営化前 民営化後 

① 保育につい

て 

・民営化後も、これまでの区立保育園の保育を基本的に継承しながら保育を

提供します。 

・民営化後も、民営化前の保育内容を継承し、保護者や子どもが安心して保

育園に通い続けられるように、運営事業者は区（保育課・対象園）と協議

の上、引継ぎ体制等を盛り込んだ移行計画を定めます。 

② 保育目標 

保育方針等 

・「杉並区立保育園保育実践方針」や対象園の保育目標・保育方針を尊重の

上、決定します。 

③ 入園に関す

る手続き及

び利用可否

の決定 

・区に保育施設利用申込し、利用調整を経て入所内定者を決定します。 

・その後、園での健康診断及び面接を経て利用可否を決定します。 

・民営化後も手続の方法や、入園の要件及び利用調整方法、利用可否の決定

についても変更はありません。 

④ 特別な配慮

を要する児

童に対する

対応 

・心身に障害があるなど特別な配慮の必要な児童に対する対応は、民営化後

も同様です。民営化後も民営化前と同様の保育を提供します。 

⑤ 開所時間 【保育標準時間】 

７時30分～18時30分 

【保育短時間】 

 ９時00分～17時00分 

・基本的に現在の区立保育園の開所

時間・延長保育時間を引継ぎます。 

・民営化後の運営事業者の方針によ

っては、現在の開所時間・延長保育

時間が拡大される可能性がありま

す。 
⑥ 延長保育 【月ぎめ延長保育】 

・対象：標準時間（11時間）認定かつ

１か月に10日以上延長保育を必要

とする満１歳以上の児童 

・時間：18時30分～19時30分 

【延長スポット保育】 

・対象：満１歳以上の児童 

・時間：(ⅰ)前延長（短時間認定のみ） 

・時間：(ⅰ)７時30分～９時00分 

・時間：(ⅱ)後延長（短時間認定のみ） 

・時間：(ⅱ)17時00分～18時30分 

・時間 (ⅲ)延長保育 

・時間：(ⅲ)18時30分～19時30分 

⑦ 保育料（※） ・世帯の区民税所得割額の合計額に基づく階層、クラス年齢、及び保育必要

量に応じて金額を算定します。 

・口座振替又は納付書により区に納付していただきます。 

・民営化後も保育料の算定方法・納付方法に変更はありません。 

⑧ 延長保育料 【月ぎめ延長保育】 

・世帯の区民税所得割額の合計額に

基づく階層、クラス年齢に応じて

金額を算定（保育料とは別に費用

負担） 

【延長スポット保育】 

・１回につき 500 円 

・延長保育料は区立保育園の料金を

参考に運営事業者が決定し、徴収

する方式に変更となります。 

⑨ 行事 ・基本的に現在の区立保育園の行事を引継ぎます。 

・民営化後の運営において、新しい行事を取り入れる場合には、事前に、運

営事業者から保護者に対して具体的かつ丁寧に説明し、理解・協力を得た

上で取り入れていきます。 

⑩ 持ち物 ・基本的に現在の区立保育園の持ち物を引き継ぎます。 

・民営化後の運営において、変更する場合には、事前に運営事業者から保護

者に対して具体的かつ丁寧に説明し、理解・協力を得た上で取り入れます。 

⑪ 地域社会と

の関わり及

び子育て関

係期間との

連携 

・各地域の小学校や地元町会等との交流などの地域社会との関わりは、民営

化後も同様に続けていきます。 

・「地域社会との関わり」の具体例は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

・また、民営化後もこども発達センターや保健センター、子ども家庭支援セ

ンター等の関係機関と連携し、障害児や要保護児童（虐待又は虐待の疑い

がある家庭）への支援を引き続き行っていきます。 

※３～５歳児及び住民税非課税世帯の０～２歳児に対する保育料は無償。 

４ 民営化後の保育園の位置付け等 
① 区立（公設公営・公設民営(指定管理者)）保育園と私立（民設民営）保育園の違い 

・ 区立保育園の民営化（民設民営化）は、保育所の設置及び運営主体ともに民間事業者に転換す

るものです。民間事業者が設置・運営する保育園として、東京都に届出手続を行います（民間

事業者が新たに東京都知事から認可を取得します）。 

 区立(公設公営) 
区立(公設民営  

(指定管理者)) 
私立(民設民営) 

保育所の設置（設置主体）※ 
区 

区 
民間事業者 

運営主体 民間事業者 

② 土地及び建物の権利関係並びに施設及び設備の維持管理等（修繕等） 

○ 土地及び建物の権利関係 

主な類型 内容 
所有権 

土地 建物 

区 有 地 

活用型 

○運営事業者は、区有地を借り受ける。 

借り受けた土地に園舎を整備する。 

区 
民間 

事業者 

区有建物 

活用型 

○運営事業者は、区有地及び区有建物を借り受ける。 

区 区 

〇 施設及び設備の維持管理 

・ 区有地活用型の場合、園舎に係る施設及び設備の維持管理等は、全て運営事業者の負担となり

ます。 

・ 区有建物活用型の場合、園舎に係る施設及び設備の維持管理等の負担区分については、区と運営

事業者の協議による賃貸借契約の結果、決定します。 

小学校 児童館

近隣保育施設 保育園 地元町会・近隣住民

民生委員 警察署・消防署

小学生との交流、行事見学等

園庭開放、年長児の交流等 行事等の際の交流等

あそび場としての活用、卒園児の連携等

防犯・防災訓練、行事等の届出等地域の見守り等

区 

事業者 

区有地 

新園舎 

「区有地」について、 

賃貸借契約を結ぶ 

新園舎を整備 

区 

事業者 

区有地 

新園舎 

「区有地」及び「区有建物」

について、賃貸借契約を結ぶ 


